
 

令和３年度久喜市下水道事業会計決算審査意見 

 

第１ 審査の概要 

１ 準拠基準 

久喜市監査基準 

２ 審査の対象 

令和３年度久喜市下水道事業会計決算 

３ 審査の着眼点 

決算書類等が関係法令に基づき調製され、かつ計数は、会計諸帳簿と符合し正確であるか、

また、予算執行ならびに事業の経営管理は、公共の福祉を増進させ適正かつ効率的に運営さ

れているか等に主眼をおいて審査した。 

４ 審査の主な実施内容 

審査に付された決算書類等について、証憑突合、計算突合、質問、閲覧等の手法を用いて

審査を実施した。 

５ 審査の期間 

令和４年６月９日から令和４年８月３日まで 

６ 審査の結果 

審査に付された決算書類は、地方公営企業法等関係法令の定めるところに準拠して作成さ

れており、関係諸帳簿と証拠書類との照合の結果、計数は正確であり、財政状態が適正に表

示されているものと認められた。 
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第２ 経営分析 

１ 経営成績の概況 

下水道事業の令和元年度から令和３年度の経営成績は、比較損益計算書（別表２）のとお

りである。 

令和３年度の損益収支をみると営業収益は1,852,084千円、営業費用は3,848,962千円とな

り、差し引き1,996,878千円の営業損失を生じている。 

また、収益的収支の収入は4,289,925千円、収益的収支の支出は4,179,542千円となり、

110,383千円の純利益となっている。 

各事業における経営成績は次のとおりである。 

① 公共下水道事業 

営業収益は1,707,419千円、営業費用は3,308,371千円となり、差し引き1,600,952千円の営

業損失を生じている。また、有収水量１㎥当たりの収益性をみると次のとおりである。 

（単位：円） 

年 度 
区 分 

３ ２ 元 
県内類似団体 
平均(２年度) 

使 用 料 単 価 108.39 108.30 109.74 120.45 

汚 水 処 理 原 価 150.00 150.00 150.00 131.39 

差 引 △41.61 △41.70 △40.26 △10.94 

この表から、令和３年度は使用料単価が汚水処理原価を41.61円下回っている。これは１㎥

の処理に料金収入のみで賄えていないことを示している。 

② 農業集落排水事業 

営業収益は144,665千円、営業費用は540,591千円となり、差し引き395,926千円の営業損失

を生じている。また、有収水量１㎥当たりの収益性をみると次のとおりである。 

（単位：円） 

年 度 
区 分 

３ ２ 元 
県内類似団体 
平均(２年度) 

使 用 料 単 価 135.26 ― ― 129.01 

汚 水 処 理 原 価 217.36 ― ― 171.99 

差 引 △82.10 ― ― △42.98 
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この表から、令和３年度は使用料単価が汚水処理原価を82.10円下回っている。これは１㎥

の処理に料金収入のみで賄えていないことを示している。 

次に下水道事業の経済性を評定する経営比率を算出すると、次のとおりである。 

年 度 
区 分 

３ ２ 元 算   式 

経 営 資 本 

営業利益率

(％) 

公共下水道事業 △3.51 △3.51 △3.42 

営業利益 
経営資本 

×100 農業集落排水事業 △4.41 ― ― 

計 △3.65 △3.51 △3.42 

経 営 資 本 

回 転 率 

(回) 

公共下水道事業 0.04 0.04 0.04 

営業収益 
経営資本 

農業集落排水事業 0.02 ― ― 

計 0.03 0.04 0.04 

営 業 収 益 

営業利益率

(％) 

公共下水道事業 △93.76 △93.87 △92.28 

営業利益 
営業収益 

×100 農業集落排水事業 △273.68 ― ― 

計 △107.82 △93.87 △92.28 

この表から、下水道事業の経済性を総合的に表示する令和３年度の経営資本営業利益率は、

令和２年度に比べ0.14ポイント減少している。 

(1) 施設の利用状況について 

令和３年度の下水道事業の概要は別表１「事業規模の推移及び概要」のとおりである。 

① 公共下水道事業 

令和３年度の水洗化人口は98,814人で、前年度に比べて501人の増加、水洗化戸数は44,731

戸で、前年度に比べて691戸の増加となっている。また、年間の汚水処理水量は14,964千㎥、

有収水量は11,994千㎥で、前年度に比べて汚水処理水量は0.1％の増加、有収水量は0.2％の

減少となっている。 

② 農業集落排水事業 

令和３年度の水洗化人口は9,102人で、前年度に比べて832人の減少、水洗化戸数は3,487

戸で、前年度に比べて222戸の減少となっている。また、年間の汚水処理水量は1,070千㎥で、

前年度に比べて10.7％の減少となっている。 
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(2) 人件費と労働生産性について 

下水道事業の人件費（損益勘定所属職員16人）は、90,676千円となっており、その総費用

に占める割合は、2.2％となっている。また、その使用料収入に対する割合は、6.3％となっ

ている。 

下水道事業の労働生産性等を示す指標は、下表のとおりである。 

年 度 
区 分 

３ ２ 元 

職員１人当たり 

有 収 水 量 

（㎥） 

公共下水道事業 856,723 858,339 986,144 

農業集落排水事業 534,753 ― ― 

計 816,477 858,339 986,144 

職員１人当たり 

営 業 収 益 

（千円） 

公共下水道事業 121,959 122,551 144,016 

農業集落排水事業 72,333 ― ― 

計 115,755 122,251 144,016 

職員１人当たり 

水 洗 化 人 口 

（人） 

公共下水道事業 7,058 7,022 8,267 

農業集落排水事業 4,551 ― ― 

計 6,745 7,022 8,267 

 

年 度 
区 分 

３ ２(※) 元(※) 

全 
職 

員(

平
均)

 

基 本 給（円） 329,333 354,566 365,973 

手 当（円） 148,150 170,783 194,364 

年 齢（歳） 45 47 44 

勤 続 年 数（年） 19 24 22 

（※令和２年度及び令和元年度に農業集落排水事業の数値は含まれていない。） 

これらの表から、下水道事業における労働生産性を最も端的に示す職員１人当たりの有収

水量が令和２年度と比較して41,862㎥減少するなど、下降が見られたところである。 

また、下水道事業の平均給与、労働生産性及び労働分配率の関係を分析すると、次の表の

とおりであり、令和２年度と比較していずれも減少している。 
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年 度 
区 分 

３ ２(※) 元(※) 算   式 

平 均 給 与（千円） 5,667 6,055 6,795 
     人件費     
損益勘定所属職員数 

労 働 生 産 性（千円） 115,755 122,551 144,016 
      営業収益     
損益勘定所属職員数 

労 働 分 配 率（％） 4.90 4.94 4.72 
  人件費   
営業収益 

×100 

（※令和２年度及び令和元年度に農業集落排水事業の数値は含まれていない。） 

 

(3) 一般会計からの繰入金について 

令和３年度の他会計負担金は945,693千円（うち公共下水道事業723,651千円、農業集落排

水事業222,042千円）で、これは下水道事業収益全体の22.0％となっている。 

また、他会計補助金237,251千円（うち公共下水道事業148,065千円、農業集落排水事業

89,186千円）が計上されていることは、地方公営企業法における経費負担の原則の観点から

改善を要するものである。 

(4) 支払利息について 

令和３年度の支払利息は278,918千円（うち公共下水道事業220,728千円、農業集落排水事

業58,190千円）で、総費用に占める割合は6.7％となっている。また、使用料収入に対する支

払利息の割合が19.3％となっている。 

２ 財政状態について 

本市の令和３年度の財政状態は「別紙３ 比較貸借対照表」のとおりである。 

令和３年度末の総資産は54,784,026千円、負債は47,680,651千円、資本は7,103,374千円で

ある。 

企業債については、新規借入額は1,667,100千円（うち公共下水道事業1,473,700千円、農

業集落排水事業193,400千円）、償還額は2,203,690千円（うち公共下水道事業1,793,426千円、

農業集落排水事業410,264千円）であり、年度末残高は21,804,650千円（うち公共下水道事業

18,074,922千円、農業集落排水事業3,729,728千円）となっている。 

また、資本的収支の状況は、次のとおりである。 
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（単位：円） 

年 度 

区 分 
３ ２ 元 

資
本
的
収
入 

公共下水道事業 1,932,520,106 1,672,373,500 1,469,695,030 

農業集落排水事業 275,144,000 ― ― 

計 2,207,664,106 1,672,373,500 1,469,695,030 

資
本
的
支
出 

公共下水道事業 2,811,334,992 2,587,274,706 2,434,357,547 

農業集落排水事業 427,401,762 ― ― 

計 3,238,736,754 2,587,274,706 2,434,357,547 

収 支 差 引 額 △1,031,072,648 △914,901,206 △964,662,517 

この表から、令和３年度における資本的収支の不足額は、1,031,073千円となっている。こ  

の不足額は、減債積立金、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、当年度分損益

勘定留保資金及び引継金で補填されている。 

次に、資金の変動状況は「別表５ 比較キャッシュ・フロー計算書」のとおりである。 

投資活動により資金が439,229千円、財務活動により資金が536,590千円それぞれ減少して

いる一方、業務活動により資金が1,159,682千円増加したことにより、令和３年度の資金増加

額は183,864千円となっている。 

下水道事業の財務の短期流動性を示す流動比率、財務の長期健全性を示す自己資本構成比

率及び固定資産対長期資本比率を算出すると、次のとおりである。 

（単位：％） 

年 度 
区 分 

３ ２(※) 元(※) 

流 動 比 率 31.80 29.45 30.92 

自 己 資 本 構 成 比 率 58.70 58.88 59.02 

固定資産対長期資本比率 104.06 103.83 103.40 

（※令和２年度及び令和元年度に農業集落排水事業の数値は含まれていない。） 

この表から、流動比率、固定資産対長期資本比率は、令和２年度と比べ、それぞれ2.35ポ

イント、0.23ポイント増加し、自己資本構成比率は0.18ポイント減少した。 
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３ 建設改良事業について 

建設改良事業には、1,031,597千円（うち公共下水道事業1,014,459千円、農業集落排水事業

17,138千円）が投じられた。 

公共下水道事業においては、下水道管布設工事、下水道管布設工事関連業務委託、青葉中継

ポンプ場更新工事等を実施した。令和３年度末現在の公共下水道整備面積は1,913.7haで、前年

度の1,873.0haより40.7ha増加した。整備面積の増加の要因は、下水道管布設工事による整備と

ともに、農業集落排水地区の一部（北中曽根地区）等を公共下水道へ接続したことなどによる

ものである。 

農業集落排水事業においては、太田袋地区全体実施設計業務委託を実施した。 
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４ む す び 

以上が令和３年度久喜市下水道事業会計決算の概要である。 

本市の下水道事業は、令和３年度より農業集落排水事業についても地方公営企業法を一部

適用した。これにより、農業集落排水事業のコストや資産、負債及び資本の状況を財務諸表

に表示されることで、より経営実態を把握することが可能となったものである。 

はじめに、下水道事業全体についてみると、営業収支は1,996,878千円の営業損失を生じて

いるものの、他会計からの補助金等による営業外収支を含めた経常収支では121,012千円の経

常利益で、純利益は110,383千円を生じている。 

一方、財務比率等をみると、自己資本構成比率は58.70％で、前年度より0.18ポイント減少

したが、流動比率は31.80％で、前年度より2.35ポイント増加した。 

次に、各事業についてみると、公共下水道事業については、収益性を示す有収水量１㎥当

たりの使用料単価は、汚水処理原価を41.61円下回っている。整備面積は前年度より2.2%、水

洗化人口は0.5％とそれぞれ増加した。これにより、事業の経営指標である水洗化率は93.5％

で、前年度より0.3ポイント増加している。 

他方、農業集落排水事業については、収益性を示す有収水量１㎥当たりの使用料単価は、

汚水処理原価を82.10円下回っている。事業の経営指標である水洗化人口は前年度より8.4％

減少した一方、水洗化率は処理区域内人口の減少により、前年度より0.5ポイント増加し

89.6％となっている。 

終わりに、本市の公共下水道及び農業集落排水の各施設は、供用開始から既に30年以上経

過したものもあり、施設の維持には多額の費用がかかることが既に試算されている。地域性

を考慮しつつ、処理区の再編統合、公共下水道への接続等、様々な検討を行い、施設の更新

を行うよう努めていただきたい。更に近年では、台風や線状降水帯等よる豪雨災害が全国的

に多発しており、市民の浸水被害への関心も高まりを見せている。災害への対応を強化しつ

つ、久喜市下水道事業中期経営計画（経営戦略）にも掲げている「安定した経営の持続と公

平なサービス」が実現できるよう要望する。 
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